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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第１四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 3,445,012 13,544,047

経常利益 （千円） 213,861 527,135

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 141,784 271,964

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 131,437 243,774

純資産額 （千円） 2,152,247 2,072,241

総資産額 （千円） 8,981,173 7,848,358

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 14.16 33.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 13.99 33.65

自己資本比率 （％） 23.5 26.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成28年８月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、第23期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額を算定しております。

４．当社は、第23期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第23期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当社グループはメンテナンス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

　また、当社グループは、前第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同

四半期連結累計期間との比較分析は行っておりません。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費の伸びは小幅に留まるものの、企業収益の改善や雇

用情勢の改善により、緩やかな回復基調で推移いたしました。

　エレベーター等のメンテナンス業界においても、政府の経済政策の効果、東京五輪開催等による建設需要の増加

に支えられ、市場は緩やかな拡大傾向にあると予想されます。

　このような市場環境の下、当社グループは、新規の事業展開エリアである関西エリアへの進出や、営業の効率化

に注力してまいりました。

　保守・保全業務については、保守契約台数は40,000台を超え堅調に推移し、当第１四半期連結累計期間の保守・

保全業務の売上高は2,879百万円となりました。リニューアル業務については、前期において、事業拡大に備えた

人員増及び営業体制の強化に取組んだことに加え、部品供給停止物件に対する提案強化等が奏功し、当第１四半期

連結累計期間のリニューアル業務の売上高は561百万円となりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は3,445百万円、営業利益は207百万円、

経常利益は213百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は141百万円となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より1,132百万円増加し、8,981百万円となり

ました。これは主に、現金及び預金が213百万円、有形固定資産が872百万円増加したこと等によるものです。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における総負債は、前連結会計年度末より1,052百万円増加し、6,828百万円となり

ました。これは主に、短期借入金が967百万円増加、賞与引当金が197百万円増加したこと等によるものでありま

す。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末より80百万円増加し、2,152百万円となりま

した。これは主に、利益剰余金が61百万円増加したこと等によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた事項は

ありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は45百万円（資産計上分含む）でありま

す。

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,015,000 10,015,000
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

単元株式数は100株

であります。

計 10,015,000 10,015,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 10,015,000 － 608,445 － 566,230

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　10,014,600 100,146

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　　　 400 － －

発行済株式総数 10,015,000 － －

総株主の議決権 － 100,146 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,140,146 1,353,938

受取手形及び売掛金 1,721,711 1,606,686

原材料及び貯蔵品 1,067,890 1,118,764

その他 669,171 695,471

貸倒引当金 △6,358 △5,953

流動資産合計 4,592,561 4,768,907

固定資産   

有形固定資産   

建設仮勘定 939,607 1,841,500

その他（純額） 1,371,958 1,342,328

有形固定資産合計 2,311,565 3,183,828

無形固定資産   

その他 141,575 182,518

無形固定資産合計 141,575 182,518

投資その他の資産   

その他 814,244 859,663

貸倒引当金 △11,590 △13,744

投資その他の資産合計 802,654 845,919

固定資産合計 3,255,796 4,212,266

資産合計 7,848,358 8,981,173

負債の部   

流動負債   

買掛金 323,546 325,231

短期借入金 2,010,200 2,978,000

未払法人税等 142,923 140,064

賞与引当金 404,013 601,321

その他 1,227,396 1,168,163

流動負債合計 4,108,080 5,212,780

固定負債   

社債 400,000 400,000

長期借入金 374,000 340,750

退職給付に係る負債 459,914 479,080

資産除去債務 108,458 112,893

その他 325,662 283,420

固定負債合計 1,668,035 1,616,145

負債合計 5,776,116 6,828,925
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 608,445 608,445

資本剰余金 1,044,746 1,044,746

利益剰余金 452,078 513,743

株主資本合計 2,105,270 2,166,935

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,710 3,085

為替換算調整勘定 △14,666 △22,397

退職給付に係る調整累計額 △35,896 △34,934

その他の包括利益累計額合計 △47,852 △54,245

非支配株主持分 14,823 39,558

純資産合計 2,072,241 2,152,247

負債純資産合計 7,848,358 8,981,173
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 3,445,012

売上原価 2,294,646

売上総利益 1,150,365

販売費及び一般管理費 943,175

営業利益 207,189

営業外収益  

保険解約返戻金 7,068

還付消費税等 3,763

その他 4,205

営業外収益合計 15,038

営業外費用  

支払利息 5,402

持分法による投資損失 2,423

その他 541

営業外費用合計 8,366

経常利益 213,861

特別利益  

その他 19

特別利益合計 19

特別損失  

固定資産除却損 3,185

特別損失合計 3,185

税金等調整前四半期純利益 210,695

法人税、住民税及び事業税 121,674

法人税等調整額 △48,809

法人税等合計 72,865

四半期純利益 137,830

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △3,953

親会社株主に帰属する四半期純利益 141,784
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 137,830

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 375

為替換算調整勘定 △5,853

退職給付に係る調整額 961

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,876

その他の包括利益合計 △6,393

四半期包括利益 131,437

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 134,649

非支配株主に係る四半期包括利益 △3,212
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 88,352千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 80,120 8 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、メンテナンス事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

(１)１株当たり四半期純利益金額 14円16銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
141,784

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
141,784

普通株式の期中平均株式数（株） 10,015,000

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 13円99銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－

普通株式増加数（株） 119,603

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成29年８月７日

ジャパンエレベーターサービスホールディングス株式会社  

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三井　勇治　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西川　福之　　印

 
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンエレ
ベーターサービスホールディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期
連結会計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成
29年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンエレベーターサービスホールディングス株式会社及び連結子
会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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